	仲裁申立書
２０　　年　　月　　日

日本知的財産仲裁センター　御中

１　申立人

住所（居所）

電話番号

ファックス番号

電子メールアドレス
氏名（名称）
（代表者）　　　　　　　　印（注１）
２　申立人代理人（注２）
住所（居所）
電話番号

ファックス番号

電子メールアドレス

氏名　　　　　　　　　　　印

３　被申立人
住所（居所）

電話番号

ファックス番号　　　　　（注３）
電子メールアドレス　
氏名（名称）
（代表者）（注４）
４　申立ての趣旨（注５）

５　申立ての理由（注６）
６　仲裁合意の存在（注７）

７　添付書類又は添付物件の目録（注８）
（１）仲裁申立書　　　　　　写し４通
（２）証拠書類　　　　　　　１通，写し４通　（注９）

（３）仲裁合意書　　　　　　１通（注１０）
（４）資格を証明する書類　　申立人，被申立人各１通（計２通）（注１１）　

（５）委任状　　　　　　　　１通（注１２）


（注1） 申立人が法人の場合は，代表者名を記載する。代理人がいる場合は申立人の印は不要である。

（注2） 代理人がいる場合にのみ記載する。連絡場所を記載すること。

（注3） 被申立人の電話番号，ファックス番号及び電子メールアドレスは，申立人が知る範囲で記載する。
（注4） 被申立人が法人の場合は，代表者名を記載する。
（注5） 「申立ての趣旨」は，求める仲裁判断の主文を記載する。
（記載例）

（１）「１　被申立人は申立人に対し金○○○円及びこれに対する○○年○○月○○日から支払い済みまで年○％の割合の金員を支払え。

２　仲裁費用は被申立人の負担とする。
との仲裁判断を求める。」

（２）「１　被申立人は，別紙製品目録記載の○○○を製造・販売してはならない。

２　被申立人は，保有する別紙製品目録記載の○○○及び半製品を廃棄せよ。

３　仲裁費用は被申立人の負担とする。
との仲裁判断を求める。」

（注6） 「申立ての理由」は，申立ての趣旨記載の請求を理由あらしめる事実及び申立人の主張を記載する。

（注7） 当事者間に予め仲裁合意が存在することが仲裁手続開始のための条件であるから，合意が存在することを記載する。

記入例：　申立人と被申立人の間には添付の仲裁合意書に示す仲裁合意が存在する。

（注8） 訴訟の訴状・答弁書・準備書面にならって，証拠方法，附属書類に分けて両者を記載してもよい。
（注９）　証拠書類　１通，写し４通
甲第１号証　○○○○

甲第２号証　○○○○

のように番号と名称で特定する。

写しの通数は被申立人と仲裁人の数の合計数で，被申立人１，仲裁人３のときは４になる（電子ファイルを当センターが指定するオンラインストレージにアップロードする方法により仲裁申立書や証拠を提出する場合には，写しの通数の記載は必要ありません。）。

（注１０）必要な場合は，証拠目録（標目，作成年月日，作成者，立証趣旨等を記載）も提出すること。仲裁合意書は，事前契約に基づくものでも，本件仲裁の申立てにあたって合意したものでもよいが，仲裁合意は書面で行っていることを要する（仲裁法第１３条第２項）。共同開発契約書等の中で規定する典型的な仲裁合意の例を下記に示す。
第○条　両当事者は，本契約から生ずる一切の紛争を日本知的財産仲裁センターにおける仲裁手続規則による仲裁により解決することを約する。仲裁地は東京とし，仲裁判断は最終のものとし，両当事者は仲裁判断に服するものとする。（仲裁地には，大阪，名古屋・・等，合意した場所を記載すること）
（注１１）申立人が法人の場合は，代表者資格証明書，商業登記簿謄本等を提出する。被申立人が法人の場合，被申立人の分も申立人が提出する。申立人１，被申立人２で全てが法人のときは各１通（計３通）となる（電子ファイルを当センターが指定するオンラインストレージにアップロードする方法により証明書等を提出する場合には，写しの通数の記載は必要ありません。）。

（注１２）例．代理人が２人の場合：　１枚の委任状に２人の代理人を記載しているときは１通となり，代理人ごとに個別の委任状があるときは各１通（計２通）となる。
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